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環境汚染とその最適制御について
広田俊郎
l 序
嗅境汚染の問題が重要な経済運営上の問題として意識されてきた。すなわ
ち，環境汚染（公害）と成長のトレード・オフの議論にもみられるように，
従来の資本を蓄積し，高い消費水準を達成するという目標のもとでの経済活
動が，喋境汚染を深甚なものにしてきたのではないかという問題提起がなさ
*1 
れてきた。われわれは，この環境汚染と経済活動との関連を， d'Arge OJ 
*2 
および， Keeler,Spence, Zeckhauser (2〕の論文に拠りながら論じたいと
思う。彼らの接近法の第 1の特色は，長期的かつマクロ的視点から問題を取
り扱うことである。すなわち，環境汚染の指標は集計化された変数で表わさ
れ，生産量や消費量も集計化された用語で表わされる。そして第 2の特色
は，環境汚染を取り扱うに当たって，それを負の公共財あるいは社会資本の
減価という経済学的な概念で論ずるのではなく，物理的な廃棄物や汚染物と
いう用語で論じようとすることである。
これらの接近法にしたがい，われわれは，まず第一に，環境汚染と経済成
長との関係はいかなるものか，第二に，環境汚染の評価を取り入れたとき，
経済および環境からなるシステムをどう運営するのがもっとも望ましいか，
ということを論じたい。そこで明らかになったことは，次のようなことであ
る。 d'Argeの議論から，現境の質を保ちながら，経済成長をおしすすめる
* 1 Ralph C d'Arge "Essay on Economic Growth and Environmental Quality" 
The Swedish Journal of Economics Vol. 73. 1971 pp. 25-41. 
* 2 Emett Keeler, Michael Spence and Richard Zeckhauser "The Optimal 
Control of Pollution" Journal of Economic Theory. Vol. 4. 1972. pp 19-34. 
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には，貯蓄率が高くなければならない，換言すれば消費率が低くなければな
らないということが示される。また Keeler等の議論からは，経済と環境
の最適制御は，汚染物除去のための支出が消費を制限してなされなければな
らないこと，ある種の生産過程を制限することを必要とすることが示され
る。すなわち，長期的な成長過程で環境の質を維持するためには，消費を削
減して，生産の成果を環境の質の維持のために投入することが必要であると
いうことである。
I 経済成長と環境の質
d'Argeはその論文の中で，長期的な経済成長の過程で，環境がどのよう
に変化していくか，そして環境の質を維持しながら，経済の運営を行なうた
めには，どのような条件が必要かを述べている。ここでは彼の議論を紹介的
に論じよう。
環境汚染を経済モデルの中にとり入れるのに際して， d'Argeは，廃棄物
の存在が躁境汚染の原因であるとする。そして，生産・消費と廃棄物の放出
は人間の経済活動における結合生産物であるとする。 d'Argeは以上のよう
な認識の上に立って，経済成長の過程における環境の変化を論ずるのであ
る。ただし，環境は廃棄物の放出によって悪化される一方ではなく，他方で
環境の悪化を防止し，改善する対策がとられる。そのような対策を環境悪化
*1 
防止投資と呼ぶことにする。その時，それは次の 3つのクイプのものに分け
*2 
られる。 1.ーたん生じた廃棄物を処理して再び生産物として利用するため
の再循環投資， 2.貯水池の建設，廃棄物の化学的あるいは生物学的処理の
ような諸活動を通じて自然環境を変化させることによって廃棄物を浄化する
能力を増大させる投資， 3.財の消費を減じ，廃棄物を生じないような諸活
動へ人々の関心を向けるような投資，の 3つである。ところで， d'Argeに
よる以下の議論は主に 2のクイプの投資を想定している。
*1以下では環境投資と呼ぶ。
* 2 d'Arge(lJ p. 31参照。
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ここで変数を次のように定める。 W；廃棄物フロー， F；財の生産量，
K,；自然の浄化能力に関与する資本， l,=dK,/dt;そのための投資， S;貯
蓄。
そして，生産および消費にともなって，生産物，消費財それぞれ一単位当
たり 9fおよび 9cの廃棄物が放出されるとすると，
W=g,(F-S)+g,F (1) 
という関係が成り立つ。次に廃棄物の空間一単位当たり存在量を環境密度D
で示す。そして経済活動を展開する空間の大きさは所与とし，それを環境容
量と呼ぶことにし， Vでそれを示す。すると次式の関係が成り立つ。
かャW-hl,-11 (2) 
ここで， hは環境投資による環境の改善効率を示しており， IJは自然の浄
化能力を示している。 (1)を(2)に代入すると次式が得られる。
・ 1 1 
D= -（9,＋9D F --9,S-hIr-6 (3) 
V V 
この式は，生産，消費，環境投資という経済活動と，環境の質との関係を示
している。また，財を生産するための資本を K1で示し， l1=dK1/dtとす
る。そして限界産出資本係数をヽで表わし，貯蓄率をSで表わすと，次の関係
が得られる。
sF=S=l1+1, (4) 
F＝ヽ J, (5) 
そのとき，（4）式および(5)式から次式が導かれる。
t=G,=sヽ＿、（夕） （6) 
環境投資が生産物のうちから I,だけ行なわれたときの供給能力の成長率
が，上式で示され，それは通常のハロッド・ドーマーモデルによって示され
る率 sヽ よりも→（夕）だけ低められている。
さて，（6）式と(4)式を(3)式に代入して，
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b＝しや(1-s) ＋ヤーhs~F + ~分＿ 8 (7) 
を得る。 (7)式は，生産の規模と， その増加率が環境密度の変化率を決定する
ことを示している。ここで望ましい成長率を，喋境密度を一定に保つ(D=O)
という点から定義する。そのとき(7)式は，次のような形で表わされる。
F+aF-1J=O (8) 
ここで a=、［和(1-s) ＋炸— s`〗
“’ n ==―である。h 
(8)式は次のような解を持つ。
F(t) =He-at+TJ/a (9) 
ここでHは初期条件より決定される定数である。 H>Oという仮定のもと
で，産出量が時間を通じて増加するためには， a<Oすなわち，
sh>~+(l-s) ＋且が必要である。すなわち，貯蓄率がより高いこと，と廃棄
V V 
物の処理効率が高いことが必要である。貯蓄率が高ければ，消費に伴う廃棄
物放出量が減じられ， 一方環境投資への資源配分がより大になりう．るという
ことを通じて環境の質の維持と経済成長の達成の両立が可能となるであろう。
ところで， この d'Argeの議論の諸仮定のうち，問題とすべきものがいく
つかある。異なったタイプの廃棄物フローについて集計が可能であるという
仮定が第 1のものである。廃棄物をその貨幣価値や廃棄コストで評価してお
れば， このような難点は生じなかった代りに，本来，物質的なものから（経
済的な価値からではなく）構成されているエコロジカル・バランスをD=O
という形で表すためには落とすことのできない仮定である。また第2に，廃
棄物の環境密度を減ずるような環境投資の効率に関し線形性を仮定してきた
が，実際は， より大規模な環境投資に対しては， より高い効率性を持つとい
うことがあるかも知れない。また第3に， lJは定数であるように仮定されて
いるが，実際は氏の水準に影響を受けるような変数ではないかということ
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である。
d'Argeは，経済の運行が躁境に与える影響を論ずるという形で，環境を
経済の運行とかかわらせた。そしてその関連性のもとで，環境一定という条
件のもとでの経済成長の条件を分析した。しかし，われわれは，次に現境を
別な形で経済の運行にかかわらせるような議論を論じたい。 Keeler,Spence, 
*I 
Zeckhauser C2Jによる議論がそれで，そこでは経済活動の結果もたらされ
た現境状態が，効用閲数や生産関数を通じて，逆に経済の運行に影蕃を与え
るような経済と環境からなるシステムを，長期的な視野から制御するときど
のような資源配分あるいは生産方法が望ましいかが論じられている。この議
論を紹介的に論ずるのが次節の目的である。
圃 環境汚染の最適制御
*2 
Keeler, Spence, Zeckhauser等は，汚染物質の存在が経済に与える影響
を考慮し，汚染物質の存在と経済の運行とを関連づけた。すなわち，第 1に
汚染物質がその影響を消費に対して持つか，生産に対して持つか，というこ
とを論じた。汚染物質は効用関数を通じて，消費に負の影善を与えるが，生
産に対しては正の影響を持つことがあるかも知れない。また第2に，汚染物
質がストックとして影署を持つか，フローとして影蕃を持つかということが
議論される。ストックとしての汚染物は，負の限界効用を持つ。たとえば蓄
積された農薬は，負の限界効用を持つが，フローとしては，農業生産におい
て正の限界生産物を持っている。
Keeler, Spence, Zeckhauser (2] 等は，生産関数の構造，汚染物の発
生のパクーンが異なる 2つのモデルを考え， それらを用いて， 瑛境汚染の
* 1 Emett Keeler, Michael Spence. Richard Zeckhauser 
〔2J.
*2この節では廃棄物 wastesにかわり汚染物質 p91lutantの存在をもって環境汚染
の指標とする。 Keeler, Spence Zeckhauser〔幻p.19参照。
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最適制御を分析している。 彼らの分析に従いながら， 論じていくことにす
る。
a) 目標関数
以下の議論では，目標関数が設定され，それを最大にするような経済運営
がいかなるものかが分析される。目標関数は各時点の社会的効用を時間を通
じて累計したものとするが，各時点の社会的効用の構造を評価する際の困難
を避けるために，労働の供給は時間を通じて固定されているとする。
各時点の社会的効用は，消費フロ -Cと汚染ストックPとの関数であると
仮定される。
U=U(C,P) 0) 
ここで Uc>O Ucc<O, UP<O UPP>Oが仮定されている。またC=O
のとき Uc=ooであると仮定されている。また消費のみならず，汚染の減少
*l 
は劣等財ではないと仮定されている。各時点の社会的効用を rという率で割
引いて合計したものが目標関数となる。
W=~:U(C,P)e-"dt ~l) 
゜b) モデル I
モデル Iは次のような諸仮定から構成されている。
1)生産要素は労働と単一の資本財であるとする。
2)汚染物質は生産水準と比例的に生ずると仮定する。
*2 
3)汚染物質の存在量の測定については，汚染物質フローと生産物フローと
* 5 
の比例性に着目して行なう。
* 1 Keeler, Spence, Zeckhauser (2J p. 21. 
* 2 d'Arge① p.26. においても，実証的推定としてこのようなことが指摘されて
いる。すなわち GNP1ドル当り 6-7ポンドの廃棄物が生ずるとしている。
そして，廃棄物フローのドル当りの量は増加する傾向を見せているとしている。 し
かし，廃棄物処理における技術進歩を期待すれば， このような仮定も正当化できる
であろう。
*3 たとえば，上述の事実の例に即していえば， 6-7ボンドの廃棄物を 1ドルの廃
棄物と呼ぶわけである。
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4)汚染物質は，生産物の一部を用いて，除去される。
5)生産物は，資本蓄積と消費に配分されるばかりでなく，汚染ストックを
減少させるためにも配分される。
6)汚染物質は，自然の作用によって，ある一定率で減少する。
7)資本は一定の率aで減価償却される。
8)労働供給は一定と仮定され，人口も一定と仮定される。
また変数およびパラメーターを次の記号で表わす。
（状態変数）
Y ：総生産物。
K:生産資本ストック。
P:汚染物質ストック。
C:消費量。
（制御変数）
a;総生産物のうち，消費に向けられる割合。
B ；総生産物のうち，汚染除去支出に向けられる割合。
a, Bに関しては
0 <a <l, 0~(3 <l, および a+f3~M という条件が課せられている。
（パラメーター）
a ;資本の減価償却率。
b ;自然作用による汚染物質の減衰率。
d ;汚染物質除去支出の効率。
モデル 1は次のように定式化される。
[Y=f(K) 
C=af(K) 
、lか (1-a-6)f(K)-ak
． 
P= (l-/3d)f(K)-bP 
のもとで
(12) 
(13) 
(14) 
(15) 
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W = ~; U(C, P)e-"dt を最大にする。
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(1加式は，生産関数を示している。生産は，労働および資本ストックという
2つの生産要素によって行なわれるが，労働供給を一定と仮定したため，生
産量は， もっぱら，資本ストックの関数として表わされる。ここで， f'>O
およびf"<Oが仮定されている。
(13)式は生産物のうちaの割合が消費に当てられることを示している。
(14)式は，今期の資本増加率は，投資量から，資本の減価償却分を差し引い
たものであることを示している。
(15)式は，汚染物フローは，生産物で評価された場合，生産物と同水準だけ
生じさせられるが，汚染除去支出と，自然の浄化能力によって一部が消滅さ
せられることを示している。
定常状態均衡においては， K=Oおよぴ P=Oが成立していなければなら
ない。そのとき(14),(15)から次の関係が成り立つ。
(I-a-/3) f (K*) =aK* 
Cl :-/3d) f (K*) = bP* 
(16) 
(17) 
(16),(17)において K/f (K) =V を資本係数 P/f(K)=z を汚染係数
と名づけよう。
{ av*＝1-a-B 
bz*＝1-6d 
(18) 
(19) 
このモデルでは消費率 aも政策的に変更可能な変数であり， Bも自由度を
もった変数である。したがって'(18),(19)を満足する v*,z*は一意的には定
まらない。ただし， ov*／雑<o, oz*/of:3<0より，汚染除去支出の生産物に
占める割合を増加させれば，汚染係数は減少するが，資本係数も低下すると
いう関係があることがわかる。すなわち，定常状態均衡に経済およぴ自然環
境をおくような政策には，多種様々な定常状態均衡をもたらすものが考えら
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れ，その中で，どれが最も望ましいかを述べることはできない。
最適径路のための必要条件
*l 
そこで， Keeler〔幻等の議論にしたがって，どのようなa, {3が目標開数
を最大にするかを最大値原理を用いて明らかにしていこう。資本の帰属価格
をに，汚染の帰属価格を＇冗で表わすことにする。するとハミルトニアン Hは
次のように示される。
H=e-" CU(C,P) +,c {(l-a-/3) f (K)-aK} 
＋冗{(l-/3d)f(K)-bP)}(20） 
そのとき， 最大値原理より， 次の三つの条件が成り立つことが必要であ
る。
i)に，冗は最適な径路のもとにおいて，次の微分方程式の解である。
d(Ke-ri 
-2t)  ＝-HK 
d（冗e-rt)
dt 
= -Hp 
(2])，図より，
皿
図
tr= -U,af'(K)＋に {r+a-(1-a-/3)/'(K)｝一冗(1-/3d)f'(K) (23） 
． 
冗＝‘― UP+(r+b)冗 (24) 
そして，に(0)，冗(0)は適当に与えられているものとする。
i) また最適制御に関して， a, {1は時間を通じてHを maxにするもの
でなければならない。
Ha=e-" (U,―K)f (K) 
H,3=e-"(-K-d吟f(K)
岡
9
姻
* 1 E,mett Keeler, Michael Spence, Richard Zeckhauser pp. 21-26参照。
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であるから， Hを maxにするような， a，Bの組合せを求める。
ii)また，端点に関する次の条件は満足させられなければならない。
lim,ce-rt = 0 
t→OO 
lim冗e-"=0 
t→OO 
(27) 
(28） 
これは無限の将来における資本および汚染の帰属価格の現在価値が 0でな
ければならないことを示している。この条件は明らかに満足させられている。
さて Hを maxにするa,/3は経済の位置する局面によって異なるであろ
う。そこで様々な局面について考察することにする。
局面1) に<UC9 に<-d冗
消費の限界効用も，汚染の帰属価格の絶対値も，資本の帰属価格に比べる
と相対的に高い局面で，資本ストックが相当豊富に蓄積されている状況であ
ろう。
Ha>O, Hp>Oであるから， a+f3=Mを満たすa,/3が最適制御である。
a, /3の配分については Ha,Hpの大小によつて決められるであろう。
局面2) " <U,, IC= -d冗
すなわち， Ha>O, H13 =Oのときで，汚染除去については，満足すべき
効果をあげているが，消費の限界効用がまだ相対的に高く，消費額を増加さ
せることによって，まだ社会的効用を高めることができるが， a+/3S:Mと
いう制約によって，束縛されている状況である。 /3=[0,1],a=M-/3が最
適制御である。
局面3) に＝訊， IC=-d冗
すなわち Ha=O,H13 =Oのときで，生産物の配分が，適正に行なわれて
いて，資本ストック，汚染物質ストック，消費フローが，適正な比率で存在
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する状況である。最適制御は， Ha=O,Hp =0より a=[0,1,][~=0,1] で
ある。
局面4) " = U,, i.> -d冗
消費の限界効用と資本の帰属価格とが等しいということから，資本ストッ
クと消費フローのバランスは保たれているが，汚染の帰属価格の絶対値が低
い状況である。この状況では，汚染除去に支出をするよりも，消費フローの
増大，資本ストックの増加という目的をもった経済活動に生産物を配分した
方が，社会的効用をより大にさせる。したがって最適制御は Ha=Oより
a=[O,l]また Hp<Oより， f3=0である。
局面5) ,c>U, ,c>d冗
資本の帰属価格が低い状況で，したがって最適制御は Ha<O H13 <Oよ
り， a=O,/3= O, すなわちすべての生産物を資本ストックの蓄積に配分す
るのが最適制御である。
さて，経済・自然環境が定常状態均衡を保っている場合の中で，どのよう
な (a,/3)が最適制御ベクトルであるかを明らかにしよう。
ところで、 a+/3~M という制約があった。
av*= I-(a+/3)において a+f3=Mのとき v*は最小となり，そのとき，
M は最小の資本係数に応ずる割合である。ところでわれわれの考察しよう
とする経済・自然環境は，このような最小の資本係数を伴わないだろう。し
たがって O<a+f3<Mと考えられる。それゆえ Ha=O, H13~0 したがって
局面3)およぴ 4)が，定常状態と斉合的である。
局面3)のもとでの制御を黄金時代制御とよぶことにする。すると経済・自
然環境は次の方程式によって決定される。
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黄金時代制御
[:（(:＿ー：d-）B；：;)
Jr= -U,af'+1r{r+a-(l-a-/3)f’}一冗(l-/3d)f'
［ニロニb:冗f=0 
Hfi =e-"(-に-d冗）f=O
(3), (3{)より U,=1r, に=-d冗
ところで(29)をd倍し，（30)からひくと，
daf (K) =dC=bP-adK +(d-l)f (K) 
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(29) 
(30) 
(31) 
臨
(3) 
(34) 
(35) 
したがって定常均衡のもとで C＝一定それゆえ u,＝一定 である。
したがって、斥＝一定 また冗＝一定である。
u,＝にを代入して，
(31)よりに＝O=K{r+a+(lかf’} (36) 
これより， f'(K)=
r+a 
1 
1 
d 
(37) 
f"< 0であるから，（37)を満足するKは一意的である。その水準をK*gとす
. 
る。一方，冗＝0より， Up=(r+b)冗＝ーu,r+.b 
a 
(38) 
(35)と(38)より， C＊gおよび P*gも一意的に定まる。
一方，局面4)のもとでの制御は，大量の汚染物質が自然の浄化作用だけに
よって除去されることを通じて自然環境が掏衡を保っているような場合であ
る。これを Keeler(2]等は曇天時代 “TheMurky Age"と呼んでいる。
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(39) 
(40) 
(41) 
(42) 
(43) 
(4) 
r+a r+a•· 
1十冗／ IC.-,, U, 
1 + -u;ff+l;j 
ここでか~o と定常状態は斉合的ではないので冗＝ 0 と考えられている。
(45)式を満たすKの水準を K*mとする。また(45)より
f'(K) 
Up=U,(r+b) (r+a-f') }, 
また(39), (40)より C=bP-aK 
(46), (41)より C*m,P*mが定まる。
ここで両制御のもとでの変数の大きさを比較しよう。
前の誤論より V*g<V*m 
であった。今 Y=f(K)=AKrに特定化しよう。
K*g _, K*m 
AK*？<AK*mT 
したがって K*g<K*m 
このことから当然 Y*,,<Y*m 
また P*g＝臼牲-Y*g, P*m={-Y*m 
したがって P*g<P*m (51)である。
(45) 
(46) 
(47) 
(48) 
(49) 
(50) 
環境汚染とその最適制御について（広田俊） (221) 55 
ここでの結論は，暴天時代の方が，汚染物質ストックも大であり，産出物
の額，資本ス’トックの存在量も大であるということである。
さて，いずれの制御の方が目的関数をより大にするであろうか。 Keeler 
〔2〕等による数値例で調べてみることにする。
1.1 
U(C, P) =C-2-Psooo と定める。また， f(K)=lOK万とする。
パラメーターに関してはa=0.06, b=0.1, d= 10, r=0.05 とする。その
とき， K*8= 1673. 6, Y*• = 409. 09また，最適制御ベクトルは(a,{3)= (0.6 
8462, 0.06992)であり，消費は280.07，汚染ストックはで 1230.4である。
そしてそのもとでの社会的効用は， U(C,P) ="16.234である。
一方，暴天時代制御では， K*m= 2080. 3, Y*m =456.1, (a,{3) = (0. 7264,0) 
で，消費は331.3;．汚染物質ストックは4651である。そして，このとき社会
的効用は， U(C,P) = 16.08である。
以上の結果より，この場合の数値例では，黄金時代制御の方が，より目椋
関数を大にするといえる。
さて，以上の議論より，定常状態に経済があるときに，最適性の必要条件
を満たす 2つの制御がありうるのだということが明らかとなった。そして具
体的な数値例では，黄金時代制御の方がより大なる社会的効用をもたらすこ
とが判った。この議論は，効用関数が，消費と，環境汚染について，線型で
あり，分離されているという仮定の上でなされたのであるが，その場合，喋
境汚染の不効用をより強く表明するような経済にとって，以上の結論はより
正当なものとなるであろう。
ところで，経済をいくつかの局面に分けて最適制御を論じたが，定常状態
と斉合的な状態はそのうちの 2つであった。それ以外の局面に経済が位置す
るときには，それぞれ議論されたような制御がとられることが最適である。
たとえば，局面 1では，資本過剰の状態であり，それを一部食いつぶしなが
ら，消費と汚染除去に生産物を配分していくという制御をとっていくことが
最適であろう。 そしてその制御をとっているうちに， U,= IC= -d冗が達
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成されるであろう。すなわち黄金時代制御によってもたらされる定常状態へ
向うであろう。他の局面についても同様なことがいえるであろう。
C) モデル I 
Keeler (2]等は，汚染物質がフローとして，生産に正の限界生産物をも
つような場合を想定し，モデル Iと代替的なモデル Iを組み，そのもとでの
*1 
最適制御を分析している。その議論を紹介的に論じて行くことにしよう。モ
デル Iは次のような仮定から組み立てられているc
1)汚染物質はストックとして社会的効用に負の影蓉を与える。
2)しかし，汚染物質はフローとして，生産に対して正の限界生産物を持
つ。
3)汚染の減少は，自然の作用だけによるものとする。すなわち，汚染物質
の一定割合が自然現境の浄化能力によって減少させられる。
4)労働だけが稀少な生産要素であるとする。
5)経済には，消費財生産部門と，汚染物質生産部門があるものとし，労働
をこの 2部門に配分する。
6)消費財を生産するに当たって，労働と豊富にある資本ストックとを生産
要素とし，汚染物質を中間生産物として用いる。
7)労働の供給量は一定であると仮定する。
8)目標関数は，前のモデルと同じである。また記号を次のように定める。
（状態変数）
C; 消費財生産量
L; 総労働供給量
P; 汚染物質ストック
（制御変数）
L1；汚染物質生産部門への労働配分量
* 1 Keeler, Spence, Zeckhauser〔幻 p.26.参照。
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（パラメーク-)
b;汚染物質の減衰率
モデル Iは次のように表わされる。
l:汚;丁L質一生L:'量j;；1()L)l)
． 
P=j(Li)-bP 
のもとで
W = r U(C,P) e-,ヽdt=~: {g(C)-h(P)}e-rtdt(56) 
0 0 
閾
閾
(54) 
箇
を最大にする。
(5~式は，汚染物質生産量は，この部門に配分された労働量L1のみの関数で
あることを示している。 L1については， 0<L1<Lという条件が課せられて
いる。また j'(Li)>O, j" (Li) <Oが仮定されている。
(53)式は，消費財生産量が，消費財生産部門への労働配分量と，汚染物質生
産量との関数であることを示している。すなわち汚染物質は，消費財生産に
関して，正の限界生産物を持ったものであり，それゆえに汚染物質生産部門
が存在するのである。汚染物質生産部門への労働配分量が決められると，消
費財生産部門への労働配分量も一意 消費財街紅t
C=f(L,) 
的に決められるのであるから消費財
の生産関数は，
C = f(L1) O~L1~L, /9 <O とい
う形で代替的に表わされる。
f(L1)の形は図 1において示される。
Ll=0のとき，すなわち汚染物質
を中間生産物として用いないとき，
C>Oである。また L1を増加させて
いくと， Cは増加していき， L1=i
゜ Z LL1  汚染物質生産部門
労働配分量
図1
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のところで，消費財は最大産出量を示す。 L1をそれ以上増加させると，消費
財の産出量は減少する。消費財生産に従事していた労働の減少による損失が，
汚染物質生産増加による利得を上回るからである。
(56)式は，目標関数を示している。効用関数は，消費と，喋境汚染に関して
分離されうると仮定されている。すなわち
U(C;P) =g(C)-h(P) 
ここで， g'(O)= +oo, g'2::0, g"<O, h'(O) =0, h'2::0, h">O が仮定
されている。
このような経済についての最適制御を求めることにしよう。
最適性のための必要条件
e-"を落したハミルトニアンは
H=g(f(L1)-h(P)）＋冗{j(Li)-bP}+q(L-Li) +sL1 (57)となる。
qおよび Sは非負の乗数で，
q~O q(L-L1) =O 
s~O sL1=0 
*l 
(58) 
(59) 
が成り立つ。ただし L-Li>O ならば q=O である。現実的な仮定として
L-Li>O すなわち，消費財部門の労働量が正であるということを仮定でき
るから，このとき q=Oであると考えてよいだろう。
最適性のための必要条件は最大原理より，
1)冗が次の微分方程式の解であること。． 
冗＝（r+b)冗十h' (60) 
2)L1はHを時間を通じて最大にしなければならない。
したがって HL1=g'f'＋冗j'+s= O (61) 
ただし s~o. sL1=0 に関して。
*l これは最大原理と非線型計画法の結合により説明される。 Arrow & Kurz 
〔3J pp. 39-43参照。
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lim冗e-rt= 0 
t→00 
等である。
3) (62) 
ここで経済を 2つの局面に分けて，取られるべき最適制御のパターンおよ
び補助変数の動きなどを論じよう。
局面1) S=Oのとき， したがって Ll>0のとき， すなわち汚染物質を生
産し消費財生産の投入物として利用している場合である。
冗＝0ならば， g'f'=Oより， L1=iである。
このとき， もし，
それを変形することにより
j' 
g"f12+g'f" +j”冗
これは j"が， g"および f"に関して小であるときは正であろう。
-dL1 っ¥._ -．-d冗 >O (G4)すなわち冗が減少すれば（冗<0),
また(61)を冗で微分して，
dL1 
d冗
(63) を得る。
したが
L1も減少することに
L1=0の点で，冗は下限に到達する
はずである。すなわち， L1=0の点で f(Ll)>0ゆえに g'(f(O)）は有限。
g'（f(O)）f'（O) ァ
冗＝一 j'(O) <Oが，汚染物質を生産する-
とが
許容される冗の下限となる。
なる。 ところで，今 L1>0であるが，
したがって
局面 2)s>Oのとき， したがって L1=0が最適制御の場合である。汚染
物質の生産をやめ，消費財生産に全労働を投入する場合である。この局面で
は冗く；；である。
取られるべき制御は以上の 2種類
汚染物質ストック
p 
である。 さて，今度は，状態変数と
補助変数の動きを，冗と Pを軸にと
った位相図で論ずることにしよう。
． 
TC =Oの線は原点を通り，
を持っている。すなわち，
負の傾き
冗'=10
゜
l
-.p 
-
P
 
その傾き
P* 
i ↓ i /！、 A. I 
:. i 
I I 
I 
は，
-(r+b) 
h"(P) 
またP=Oという曲線は P-=j（り
である。 冗冗D g 
汚染の帰属価格
冗＊
図2
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によって決められる。 b>O,j'>Oであるから正の傾きを持つ。
今，経済が初期値として， （冗o,P。)という位置に置かれているものとし
よう。そのときの最適政策は Li=Oとして， Pの自然減衰によって，汚染
物質がアの水準に減少するまで放っておくことである。
そして，汚染物質ストックがアの水準になったとき，すなわち汚染物質
の帰属価格が，元になったとき，汚染物生産へ労働を配分しはじめる。その
ような制御を続けていくことによって， （冗＊， P*) という掏衡は達成される
であろう。ところで， 冗＝0のところで， L1=iであった。すなわち消費財
の最大産出量水準は冗＝0，I4=Lのときに達成された。ところで，定常均
衡水準は冗＝冗＊， P=P*であることから， LI<Lである。すなわち，消費
財の最大産出量をもたらす点で経済を運営するのではなく，より低い消費財
の産出量の水準であると同時に，より少ない汚染物ストックをもった状態で
経済を運営することが，最適な経済運営であることがわかる。
以上のことを，戸に現実的意味を与えて論じよう。アは，汚染物質ストッ
クの許容できる臨界水準であるとしよう。初期に，この臨界水準を超えて，
汚染物質ストックが存在するとき，最適政策は， もはや，汚染物質を全く生
産しないことである。そうすると時間の経過とともに，自然の浄化作用によ
って，汚染物質は，臨界水準にまで，減少するであろう。そのとき，経済・
環境が図 2の (a)領域にあるとき，すなわち，汚染の帰属価格が減少してい
く状態にあるときには，汚染物質の生産を再開することが，社会的効用を最
大にする政策となる。そして，このような制御を続けていく過程において，
は＊， P*) という掏衡に到達するであろう。すなわち，汚染物質が，生産に
対して限界生産物を持っているときには，それを全く禁止してしまうのは最
適政策と反するということである。しかしながら， Fの水準をどこに定める
かによって，実際上の最適政策が異なってくることはいうまでもない。そし
て，このアは，自然環境の浄化能力を示す， bの大きさによって影響され
る。実際は，汚染物質の個々のものについて， bは異なった値をとるであろ
う。水銀や鉛を含む汚染物質の場合， bは非常に小さい。したがってそのよ
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うな場合は Fは非常に低い値となり，それらの汚染物質を全面的に生産禁
止にするのが望ましいであろう。
以上の Keeler〔幻等の二つのモデルにおける分析は次のような仮定にも
とづいていた。すなわち， 1)汚染除去部門の資本を考慮していない。 2)汚
染除去の技術進歩を考慮していない。 3)労働人口の成長を考慮に入れていな
い。等々である。モデル 1の分析で，黄金時代制御は，より低い資本係数を
伴うことが示された。しかしその結論は，生産資本についてであり，喋境資
本を考慮に入れるとそのようなことはいえないであろう。また，汚染除去の
技術進歩を考慮に入れるならば，環境状態一定のもとでの成長均衡が論ぜら
れる可能性があるかもしれない。また労働人口の成長を考慮に入れるときに
は，環境汚染と経済成長との関係について，困難な問題が生じるであろう。
w結 語
現在解決の必要性が強く要請されている問題に関して，それが必ずしも一
意的に解決されうるものではないこと，すなわち，汚染が発生するパターン
およびそれを除去するパクーンについての仮定，また汚染が生産およぴ消費
に与える影響の仮定によっては，それに対処する仕方が変わってこざるを得
ないことが明らかとなった。
ただし，環境状態を考慮に入れた経済運営においては，環境の悪化を軽減
させるためにも，環境の質の維持のための資源の確保のためにも，消費水準
を最大にするという経済運営ではなしに，相対的により低い消費水準のもと
での経済運営が必要であるということになるだろう。
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